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1. エビデンスとしての妥当性
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出典: 牧兼充、「イノベーターのためのサイエンスとテクノロジーの経営学」、東洋経済新報社、2022年



ランダム化実験

• 広告の購入などのトリートメン
トをランダムに割り振ることに
より、比較している二つのグ
ループのシステム的な差を排
除することができるようになる。

• ランダム化を行うにあたっては、
他の条件は全て同一に保つ必
要がある。
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https://premium.toyokeizai.net/articles/-/16901 より

https://premium.toyokeizai.net/articles/-/16901
https://premium.toyokeizai.net/articles/-/16901
https://premium.toyokeizai.net/articles/-/16901


アリストテレスの言葉

• 我々の論述は主題にふさわしい程度に明確にでき
れば、それで十分であろう。

• それぞれの領域において、事柄の本性が許す程度
に厳密性を求めるというのが、教育ある人にふさわ
しいやり方だからである。

• 数学者から、蓋然的な議論を受け取ることも、弁論
家に厳密な議論を要求することも、どちらも同じくら
いに間違っている。

（二コマコス倫理学第一巻第三章）

出典: https://commons.wikimedia.org/wiki/File:Aristotle_Altemps_Inv8575.jpg (Public Domain)



「実験」を行うことができない場合に…..

•差の差の分析 (Difference-in-Difference)

•操作変数法 (Instrumental Variable)

•回帰非連続 (Regression Discontinuity)

•傾向スコアマッチング (Propensity Score Matching)
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コントロール群のない分析はエビデンスとは言えない
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出典: 牧兼充、「イノベーターのためのサイエンスとテクノロジーの経営学」、東洋経済新報社、2022年



コントロール群がない場合に
• 時系列分析

• 例：控除率引き上げ前後の企業R&D投資額や
特許出願数の変化を追う

• 利点：全企業を対象にできる
• 注意：同時期の他政策と区別しにくい

• 合成コントロール法
• 例：日本の税制改正を韓国・ドイツ・米国の加重
平均で「なかった場合」と比較

• 利点：単純な差分より反事実を精緻化
• 注意：比較国のデータ収集と類似性担保が必要

• プレトレンド比較
• 例：改正前の投資推移を元に、改正後の変化を
検出

• 利点：長期データでトレンドずれを推定
• 注意：改正前トレンドが安定していることが前提

• 構造モデル（経済モデル）
• 例：R&D投資関数に税パラメータを組み込みシ
ミュレーションを実施

• 利点：政策メカニズムを明示的に分析
• 注意：仮定依存性が高く強い前提が必要

• 機械学習的アプローチ
• 例：企業特徴（業種・規模等）で「改正がなかっ
た場合の投資額」を予測→差分を効果とみなす

• 利点：非線形・高次元データ対応可
• 注意：モデルのブラックボックス化と因果解釈の
透明性に課題
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これらの手法は、必ずしもエビデンスレベルが高いとは言えない。



先行研究で活用されてきた手法

• Hall (1993)
• GMM＋期待税価格の予測値を操作変数に

• OECD microBeRD (2023)
• 操作変数法（合成値を操作変数に）、企業 フィックス・エフェクト

• Kasahara, H., Shimotsu, K., & Suzuki, M. (2014)
• 準実験、動的パネル-GMM

• 池内（2022）
• 反事実仮想シミュレーション

• Nicholas Bloom, John Van Reenen, and Heidi Williams (2019)
• レビュー論文であり他の論文を評価
• 自然実験系 (差分の差分 (DID)、回帰不連続 (RD)、イベントスタディ)、動学パネル 

IV/GMM、RCT/フィールド実験、合成コントロール・構造推定をエビデンスレベルの
高い手法として評価。
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2. 現状のデータでできる
研究開発税制の評価
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現状のデータセットの課題

• 研究開発税制を活用した企業名は非公開。

• 理想的には、研究開発税制を利用した企業と利用しなかった企業の比較をしたいが、現状では不可能。

• 米国のように州ごとの制度の比較はできない。

• 国際比較の可能性はあるが、産業構造が異なる中で、どこまで有益な分析になるかは疑問。

• 国内の産業間比較 (研究開発税制が活用できる産業と活用できない産業) の可能性があるが、どこまで
有益な分析になるかは疑問。

• 「一般型」をベースにした厳密な因果関係の推定はそれなりに困難。

• 効果があるとは言えても、効果の大きさの推定の妥当性は疑問。
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池内 (2022) の手法をベースに、研究開発税制 (一般型)の効果を測定する方法が最善と考えられる。
ただし、この手法も、「制度の変更」 (控除率の変更、制度の導入・廃止)がなければ活用できない。



「戦略分野型」がEBPMの突破口になりうる

• 経済産業省による認証プロセス導入する「戦略分野型」では、経済産業省が研究開発
税制の適用企業を特定できることから、公開情報による評価や、コントロール群との比
較が可能になる。

• 公開情報
• 財務諸表

• 特許の共同出願 / 引用数

• 論文データ

• メディア掲載情報

• ソーシャル・メディア情報

• スタートアップ投資情報
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「戦略分野型」において、因果関係の推論及び効果の大きさの推定を行うことにより、

「一般型」のエビデンスに拡充することが可能。



3. イノベーションの
パフォーマンスの測定法と

変数の作り方
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特許データから作ることのできる変数

• 先行研究
• 出願特許数
• 高付加価値の特許数 (先方引用数で上位になるもののみカウント)
• オリジナリティの高い特許数 (後方引用の分野の多様さ)
• 研究者数 (当該組織に所属する発明者の数でカウント)
• 研究者の増加率 (その年に新しい発明者が何人増えているか)
• 企業の研究分野の多角化度 (特許の分野のコードで判別)
• スピンオフ数 (同一発明者が他の小さな組織に移動した場合)

• 追加
• 産学連携による成果 (出願人の所属が企業と大学になっている)
• スタートアップとの連携 (出願人の所属が企業と小さい企業になっている)
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参考: Agrawal, A. K., I. Cockburn, A. Galasso, and A. Oettl (2014) “Why are Some Regions More Innovative than Others? The Role of Small Firms in 

the Presence of Large Labs.” Journal of Urban Economics 81: 149-165.



論文データから計測できるもの

• 一般的な指標
• 論文数 / 増加数
• ハイインパクトな論文数 / 増加数
• 研究領域の多様性 (多角化)

• 共著の傾向
• 他の企業との共著数 / 増加数
• 大学の研究者との共著数 / 増加数
• スター・サイエンティストとの共著数 / 増加数

• スピルオーバー
• 共著した大学の研究者がその後論文数/引用数が増えたか
• 共著したスター・サイエンティストがその後論文数/引用数が増えたか
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参考: 牧兼充、「スター・サイエンティスト研究と日本のイノベーション: 政策への社会実装へ向けて-」、2025年



スタートアップのデータセットから得られる変数

• 事業会社の共同研究先のスタートアップへの直接出資の有無 / 件数

• 事業会社の共同研究先のスタートアップへのCVCによる出資の有無 / 件数

• 共同研究先のスタートアップがイグジットを達成したかの有無

• 共同研究先のスタートアップのイグジットまでの時間

• 共同研究先のスタートアップが成長しているか (追加ラウンドの有無など)
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参考:吉田晃宗・牧兼充、「コーポレート・ベンチャーキャピタルのパフォーマンス –多様なCVC 形態の比較分析 -」、
日本ベンチャー学会 Venture’s Review No.45、2025年3月



4. EBPMで検証したいこと
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「戦略分野」の定め方

• おそらく、行政が「我が国にとって戦略的に重要な技術領域」を特定することは、得意ではない。

• 「社会的に重要な解決すべき課題」を決めるのは、行政の役割。

• 例えば創薬であれば、感染症、希少疾患、小児病など。使う技術は低分子でもバイオでも構わない。

• 「社会的に重要な解決すべき課題」は、有権者の支持を得られやすい。

• 日本企業の強みは汎用技術の開発だけではなく、その汎用技術を活用したオペレーションの開

発にある。

• 創薬: AIや量子コンピュータを活用した、分子レベルでのシミュレーションや、標的となるタンパク質の構造解析を高速化など。

• 量子コンピュータは、「物流最適化」、「サプライチェーンの効率化」、「材料開発」、「設計最適化」などに活用可能。

• 技術を活用した「オペレーションの開発」の部分が「試験研究費」に該当することを明示し、企業への理解を促すことが必要。

• 製造業に留まらず、サービス業がこの制度を活用できる領域。
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社会的な理解を得るためのエビデンスを集めることは必須。



研究開発税制は本当に企業の「行動」を変えているのか

• 研究開発税制は、企業が事後に節税のために活用しているだけでは? 
• 研究開発税制の担当はCTOではなくCFOになっているところもそれなりにありそう。

• 研究開発費の金額を見るだけでは、「行動変容」を見ることはできない。

• 企業や業界団体に定性的にインタビューをすれば、当然「役立っている」と答えるに決まっている。

• 対応策:
• 処置の外生性：自然実験や閾値を用いたRDは「自ら優遇を選ぶ企業の選択バイアス」を排除。

• 行動変数の精密観測：税務申告や行政R&Dデータを使うと、会計上の“付け替え”ではなく実際の投資や立地移転を捉えやすい。

• アウトカムの多面化：投入 (R&D支出) に加え、特許質・生産販売・立地・外部委託比率 など意思決定そのものを測る指標を使う
研究ほど「踏み込み度」が高い。

• 以下の論文は「行動変容」のポジティブな効果を検証している。
• Dechezleprêtre, Einiö, Martin, Nguyen & Van Reenen (2023) 

• Guceri & Liu (2019) 

• Agrawal, Rosell & Simcoe (2020)

• Wilson (2009) 

• Czarnitzki, Hanel & Rosa (2011) 

20

研究開発税制の評価として、インプットの変化量だけではなく、行動変容まで分析することが重要。



研究開発税制と政策の継続性

• 企業にとって、研究開発は中期戦。

• 制度の持続可能性が担保され、企業にとっての予見可能性を確保しなくてはならない。

• 米国の事例:
• NASAのアポロ計画は、ロケットの部品を全米50州全ての工場に発注をすることで、議会での安定性を保った。

• SBIRはVCが多い地域でしか効果がない。しかしながら、全米50州に行き渡る仕組みにすることで、議会での安定性を保っている。

• 研究開発税制に、その仕組みを埋め込むことができるのか? (間接効果)
• 研究開発が、全47都道府県に分散するようなインセンティブを作る (地方大学のスター・サイエンティスト + 企業研究所)。

• 社会的に重要な課題に関する研究開発を優遇する。

• 汎用技術を活用する研究開発を視野に入れることにより、多様な業種が活用できるようにする。

21

制度の持続可能性の担保のために、間接効果もモニタリングして、発信していくことが重要。



5. EBPMを超えて
- Policy-based Evidence -
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出典: amazon
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５つのチェックリスト

1. 偽陽性（False positives）
• 初期の実験結果が偶然や誤り、または不正によって良好に見えた
だけで、実際には効果が存在しない可能性。

2. サンプルの代表性（Representativeness of the sampled 
population）
• 小規模実験で使われた参加者が、スケール時の対象母集団とは大
きく異なる場合、効果の一般化が困難になる。

3. スピルオーバー（Spillovers）

• 介入の影響が実験対象外の人々やグループにも及ぶことで、本来
の効果が歪められることがある。

4. 供給側の問題（Supply side）
• スケール時に供給体制が追いつかず、コストが増大したり質が低下
したりすることで、費用対効果が悪化する。

5. 状況の代表性（Representativeness of the situation）
• 特定の時間や場所ではうまくいったが、その条件が他の場面では
再現されず、スケール時には効果が出ない場合。



6. 政策担当者とアカデミアの
好循環の創出
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研究と政策の社会実装の関係
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研究の理論・仮説創出と分析
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Innovation Growth Lab (IGL)

• イノベーション政策は成功の定石が存在しないので、
試してみないとその効果が分からない。

• 効果の測定を行い頻繁に軌道修正しなければ、良い
イノベーション政策にはならない。

• 効果測定は行政官と研究者がチームを組む必要があ
る。

• ヨーロッパでは、Innovation Growth Labという組織が
各国政府と研究者のチーム組成を促進し、イノベー
ション政策の効果測定を行なっている。

• 効果測定の量がその国のイノベーション政策の質を
規定する。
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Current IGL Partners

出典: Innovation Growth Lab提供資料より



早稲田大学ビジネススクール

牧 兼充, Ph.D.

kanetaka@kanetaka-maki.org



参考資料
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レイヤー 1: 直感

レイヤー 2: 物語

レイヤー 3: データ

レイヤー 4: エビデンス

意思決定手法のレイヤー・モデル

実行の
容易度

確からしさの
質



エビデンスを得るための手法

• 実験 (Experiment)
• 因果関係を示すために適切に設計された介入を伴う研究手法

• ランダム化実験 (Randomized Experiment)
• 実験の中でも、特定のユニットが受けるトリートメントがランダムに割り振られているもの。

• 擬似実験 (Quasi-Experiment)
• 実験の中でユニットの割り当てがランダムに行われていないもの。

• 自然実験 (Natural Experiment)
• 原因を捜査しているわけではないので、厳密にいうと実験ではない。地震など自然に発生す
るイベント用いて、ユニット間の比較を行う手法。

• 相関関係分析 (Correlational Study)
• 非実験的手法、観察による分析。相関関係であることは言えても、因果関係であるとは言え
ない。
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4つの妥当性

• 統計的結論の妥当性 (Statistical Conclusion Validity)
• 原因と結果の変数に相関関係が示されており、統計的な有意差が存在するか。

• 内的妥当性 (Internal Validity)
• 相関関係のある変数Aと変数Bについて、Aが原因でBが結果であると判断できるか。

• 構成概念妥当性 (Construct Validity)
• 実際に測ったものは、構成概念で定義されているものと、どの程度一致しているのか。

• 外的妥当性 (External Validity) 
• 示された因果関係は、他の条件においても、どの程度一般化が可能なのか。

33

出典: Shadish, Cook, and Campbell (2002)
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出典: 牧兼充、「科学的思考トレーニング 意思決定力が飛躍的にアップする25問」、PHPビジネス新書、2022年



Agrawal, A. K., I. Cockburn, A. Galasso, and A. Oettl (2014) “Why are Some Regions 
More Innovative than Others? The Role of Small Firms in the Presence of Large 
Labs.” Journal of Urban Economics 81: 149-165.

• 多くのスタートアップが生まれる地域にはどんな条件があるのか。
• 「ある程度の数の小企業と数社の大企業が存在する」という条件を検証。

• 分析におけるすべての変数を特許データのみで構築した。

• 特許データから作った変数 (例)
• 出願特許数
• 高付加価値の高い特許数 (先方引用数で上位になるもののみカウント)
• オリジナリティの高い特許数 (後方引用の分野の多様さ)
• 研究者数 (当該組織に所属する発明者の数でカウント)
• 研究者の増加率 (その年に新しい発明者が何人増えているか)
• 企業の研究分野の多角化度 (特許の分野のコードで判別)
• スピンオフ数 (同一発明者が他の小さな組織に移動した場合)

• 更に
• 産学連携による成果 (出願人の所属が企業と大学になっている)
• スタートアップとの連携 (出願人の所属が企業と小さい企業になっている)
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• 日本には，スター・サイエンティストが196 人存在し，その中で19 人
（全体の9.69％）はスタートアップに関わっている。

• スター・サイエンティストが関わるスタートアップは，M&A，IPO，ベン
チャー・キャピタルからの資金調達などの指標において正の影響が
見られた。

• 企業と関わるスター・サイエンティストは，関与後により多くの高被引
用論文を創出するなどの研究パフォーマンスの向上が観測された。

• 「サイエンスとビジネスの好循環」は現在の日本に発生していることを
示した。

• 1995 年からの日本のナショナル・イノベーション・システムの変革は，

スター・サイエンティストのイノベーションの関与を大きく変え，スタート
アップ創生が中核と位置付けられるようになった。

• スター・サイエンティストのメカニズムについて，日米に顕著な違いは
見られなかった。

日本のスター・サイエンティストは、地方大学に多数いる。
スター・サイエンティストの創出する知は暗黙性が高いので、
その地域にローカライズする。
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実務的大きな問い

1. 事業会社がイノベーション創出のためにスタートアップと連携する方
法には多くの選択肢が存在するが、どの形態が最適か?

2. CVCは事業会社のイノベーション創出に有効なのか?

3. 日本の独自の仕組みである「二人組合」はイノベーション創出に有効
なのか?



Acs, Z. J., and D. B. Audretsch. 1988．“Innovation in Large and Small Firms: An 
Empirical Analysis.” American Economic Review 78(4): 678-690.

•ゾルタン・アクスとデービッド・オードリッチによる1988年の大
企業と小企業のイノベーション分析に関する古典的研究

•大企業と小企業のどちらがイノベーションを生み出せるか
は、産業によって大きな違いがあることを実証。

•研究のユニークさ: イノベーションの指標として特許を使わ
なかった

• 1982年に米国の企業により発売された製品の中で「イノベーションと
呼べる製品」8074品目のリストを活用 (研究スタッフが定めた基準に
基づいて分類)
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出典: 牧兼充、「イノベーターのためのサイエンスとテクノロジーの経営学」、東洋経済新報社、2022年

• 分析単位: 産業

• 第２列: イノベーション数の多い産業順

• 第3列: 大企業が生み出したイノベーションの数 小
企業が生み出したイノベーションの数

• 製薬は9を超えており、圧倒的に大企業が多くのイノ
ベーションを生み出している

• 第4列: 大企業の従業員数 / 小企業の従業員数

• その産業が全体として大企業と小企業どちらが多いのか
をざっくり把握する指標

• 大企業と小企業のどちらがイノベーションを生み出せるか
は、産業によって大きな違いがある。

• 35業界のうち21業界で数字が1を上回っており、大企業
の方がイノベーションを生み出している業界が多い。



企業研究所の地理的分布 (1) –先行研究

• 研究開発拠点の立地は、イノベーション創出を目指す企業にとって重要。

• イノベーションに役立つ専門的な知識は大学から得られ、これらの知識に
は暗黙的で地理的にローカルな側面がある (Zucker and Darby, 1998)

• 研究開発拠点の設置場所の多様化は，イノベーション能力を向上させる新
しい知識源にアクセスできるようになる (Grant, 1996; Leiponen, 2011) 

• 集中化によってコミュニケーションと調整のコストが低減されるため、革新的
なイノベーションの創出につながる、という指摘もある（Argyres and 
Silverman, 2004）。
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参考: 吉田公亮・吉岡（小林） 徹・牧 兼充、「非連続的なイノベーションを促進する研究開発拠点の新設に関する考察」、2025年



企業研究所の地理的分布 (2) –日本の現状

• 研究拠点の立地は、情報収集のメリットよりも、本社や工場などの立
地を重視して選定されている (藤本・殿木, 1985)。

• 首都圏の研究所は、基礎的かつ長期的な研究開発を行う独立の研究
所が多いのに対して、首都圏以外の研究所は、地方拠点工場に併設
された形態で、実際的かつ短期的な研究開発を行う研究所が主であ
る (北川, 1992)

• 企業研究所の立地の分布を調査し、東京以外の大学の近くに先端的
な研究所を誘致するようなインセンティブを再検討する必要がある。
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参考: 吉田公亮・吉岡（小林） 徹・牧 兼充、「非連続的なイノベーションを促進する研究開発拠点の新設に関する考察」、2025年




